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Ⅰ．平成２４年度予算総括表

１．国土政策局関係予算総括表
（単位：百万円）

事　　　　　　項 24年度 再計 前年度

予算額 対前年度 対前年度 予算額

倍　　率 倍　　率

(C=A+B) (C/F) (A) (B) (D) (E=C+D) (E/F) (F)

Ⅰ．行政経費

　○ 災害に強い国土構造への再構築 456 1.21 456 0 159 615 1.63 377

　○ 国土政策の新たな担い手の育成・支援 169 0.73 169 0 0 169 0.73 231

　　・「新しい公共」の担い手による新たな 107 0.87 107 0 0 107 0.87 123
　　　　地域づくり

　○ 離島など条件不利地域の振興支援 2,457 1.12 1,957 500 680 3,137 1.43 2,195

　○ 長期を見据えた国土のあり方の展望等 310 0.84 310 0 0 310 0.84 368

　○ 新たな地理空間情報活用推進基本計画 671 0.77 671 0 0 671 0.77 871

　　 に基づく施策の展開

　　・地理空間情報の活用の推進 248 0.91 248 0 0 248 0.91 271

　○ その他 572 1.12 572 0 0 572 1.12 512

行　政　経　費　　　計 4,635 1.02 4,135 500 839 5,473 1.20 4,554

Ⅱ．公共事業関係費

　○ 災害対策等緊急事業推進費 21,300 0.79 21,300 0 0 21,300 0.79 27,028

  ○ 官民連携による基盤整備推進支援 727 1.63 727 0 0 727 1.63 445

　○ 離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉 54,059 0.92 50,573 3,486 1,901 55,960 0.95 58,950

  　 ・離島振興事業 37,744 0.90 35,229 2,515 1,777 39,521 0.94 41,840

  　 ・奄美振興事業 16,315 0.95 15,344 971 124 16,439 0.96 17,110

公共事業関係費　　　計 76,086 0.88 72,600 3,486 1,901 77,987 0.90 86,423

合　　　　　　計 80,721 0.89 76,735 3,986 2,740 83,460 0.92 90,977

　　１．本表のほか、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費（復興対策）として、「災害に強い国土構造への再構築」に

　　　　62百万円（国土交通省計上分）、「離島振興事業」に958百万円（復興庁計上分）がある。

　　２．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

全国防災
通常分

日本再生
重点化措置



- 2 -

２．特定地域振興関係予算総括表
（単位：百万円）

24年度 再計 前年度

対前年度
倍　　率

通常分
日本再生

重点化措置
全国防災

対前年度
倍　　率

(C=A+B) (C/F) (A) (B) (D) (E=C+D) (E/F) (F)

61,949 0.91 56,397 5,553 3,134 65,083 0.96 67,775
1,280 0.91 1,172 107 0 1,280 0.91 1,407

0 皆減 0 0 0 0 皆減 1,200
4,949 0.96 4,949 0 0 4,949 0.96 5,152
6,407 0.77 6,407 0 580 6,987 0.84 8,361
3,421 1.02 3,074 347 0 3,421 1.02 3,341

22,075 0.99 19,429 2,646 2,330 24,405 1.09 22,405
21,313 0.92 20,094 1,219 224 21,537 0.92 23,285
1,096 0.50 862 234 0 1,096 0.50 2,178

60,540 0.90 55,988 4,553 3,134 63,674 0.95 67,329
26,281 0.89 25,063 1,219 224 26,505 0.89 29,657
27,852 0.95 24,518 3,334 2,330 30,182 1.03 29,311
2,090 0.70 2,090 0 580 2,670 0.90 2,966
4,317 0.80 4,317 0 0 4,317 0.80 5,395

356 0.90 356 0 0 356 0.90 396
1,000 皆増 0 1,000 0 1,000 皆増 0

53 1.05 53 0 0 53 1.05 50
1,409 3.16 409 1,000 0 1,409 3.16 446

23,508 0.98 22,187 1,321 184 23,692 0.98 24,093
2,331 4.34 2,331 0 0 2,331 4.34 537
1,312 0.65 1,312 0 0 1,312 0.65 2,015
1,415 0.96 1,415 0 0 1,415 0.96 1,473
8,002 1.00 7,259 743 0 8,002 1.00 8,009
960 0.83 860 100 0 960 0.83 1,155

7,966 0.85 7,560 406 184 8,150 0.87 9,345
146 0.29 74 72 0 146 0.29 510

22,131 0.96 20,810 1,321 184 22,315 0.97 23,045
11,486 0.98 11,080 406 184 11,670 0.99 11,760
9,231 0.94 8,316 915 0 9,231 0.94 9,812
1,162 0.90 1,162 0 0 1,162 0.90 1,292

253 1.39 253 0 0 253 1.39 181

196 1.09 196 0 0 196 1.09 179
1,035 1.57 1,035 0 0 1,035 1.57 660
147 0.70 147 0 0 147 0.70 208

1,377 1.31 1,377 0 0 1,377 1.31 1,048

1,863 0.84 1,863 0 1,017 2,880 1.30 2,209
1,627 0.83 1,627 0 1,017 2,644 1.35 1,964
236 0.96 236 0 0 236 0.96 246

47 0.94 47 0 0 47 0.94 50

28 1.16 28 0 0 28 1.16 24

82,671 0.91 76,798 5,874 3,318 85,989 0.95 90,374

4,724 1.25 3,724 1,000 1,017 5,741 1.52 3,777

事　　　　業　　　　費

事　　　　　　項

農 業 農 村 整 備

道 路
港 湾 空 港 鉄 道 等

＜ 離 島 振 興 ＞
治 山 治 水

下 水 道 水 道 廃 棄 物 処 理 等

森 林 水 産 基 盤 整 備
社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金
農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金

公共事業　　計

離 島 体 験 滞 在 交 流 促 進 事 業
離 島 流 通 効 率 化 事 業 費 補 助 金

環境省関係　　　計
厚生労働省関係　計

国土交通省関係　計
農林水産省関係　計

離 島 振 興 対 策 調 査 費 等
行政経費　　計

＜ 奄 美 振 興 ＞
治 山 治 水
港 湾 空 港 鉄 道 等
下 水 道 水 道 廃 棄 物 処 理 等
農 業 農 村 整 備
森 林 水 産 基 盤 整 備
社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金
農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金

公共事業　　計

奄 美 群 島 振 興 開 発 調 査 等
奄 美 群 島 産 業 振 興 等 事 業 費
奄 美 農 業 創 出 支 援 事 業 費

行政経費　　計

公 共 事 業 合 計

国土交通省関係　計
農林水産省関係　計
厚生労働省関係　計
環境省関係　　　計

行 政 経 費 合 計

＜ 小 笠 原 振 興 ＞
小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 事 業 費 補 助
小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 費 補 助 金 等

＜ 半 島 振 興 ＞

＜ 豪 雪 対 策 ＞
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２．特定地域振興関係予算総括表
（単位：百万円）

24年度 再計 前年度

対前年度
倍　　率

通常分
日本再生

重点化措置
全国防災

対前年度
倍　　率

(I=G+H) (I/L) (G) (H) (J) (K=I+J) (K/L) (L)

38,475 0.91 35,460 3,015 1,777 40,252 0.96 42,088 １．

718 0.92 659 59 0 718 0.92 778
0 皆減 0 0 0 0 皆減 800

3,856 0.98 3,856 0 0 3,856 0.98 3,918
2,821 0.80 2,821 0 290 3,111 0.88 3,518
2,568 1.00 2,358 210 0 2,568 1.00 2,568
14,414 0.96 13,016 1,398 1,342 15,756 1.04 15,078
12,785 0.92 12,054 731 145 12,930 0.93 13,968 ２．

582 0.48 465 117 0 582 0.48 1,212
37,744 0.90 35,229 2,515 1,777 39,521 0.94 41,840
16,651 0.89 15,920 731 145 16,796 0.90 18,696
18,272 0.93 16,488 1,784 1,342 19,614 1.00 19,626
1,045 0.70 1,045 0 290 1,335 0.90 1,483 ３．

1,776 0.87 1,776 0 0 1,776 0.87 2,035

178 0.90 178 0 0 178 0.90 198
500 皆増 0 500 0 500 皆増 0
53 1.05 53 0 0 53 1.05 50 ４．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

731 2.94 231 500 0 731 2.94 248

17,005 0.96 16,034 971 124 17,129 0.97 17,628
1,568 4.30 1,568 0 0 1,568 4.30 365
1,176 0.66 1,176 0 0 1,176 0.66 1,783
679 0.93 679 0 0 679 0.93 732

6,590 1.00 6,005 585 0 6,590 1.00 6,590
553 0.83 503 50 0 553 0.83 667

5,652 0.85 5,364 288 124 5,776 0.87 6,631
97 0.28 49 48 0 97 0.28 342

16,315 0.95 15,344 971 124 16,439 0.96 17,110
8,319 0.96 8,031 288 124 8,443 0.97 8,694
7,317 0.95 6,634 683 0 7,317 0.95 7,684

581 0.90 581 0 0 581 0.90 646
98 1.14 98 0 0 98 1.14 86

116 1.06 116 0 0 116 1.06 110
501 1.65 501 0 0 501 1.65 304
73 0.70 73 0 0 73 0.70 104

690 1.33 690 0 0 690 1.33 518

989 0.72 989 0 680 1,669 1.21 1,379
862 0.70 862 0 680 1,542 1.24 1,240
127 0.91 127 0 0 127 0.91 139

47 0.94 47 0 0 47 0.94 50

28 1.16 28 0 0 28 1.16 24

54,059 0.92 50,573 3,486 1,901 55,960 0.95 58,950

2,485 1.12 1,985 500 680 3,165 1.43 2,219

国　　　　　　　　費

備　　　　　　考

本表のほか、東日本大震災からの復旧・復興対策にか
かる経費として、復興庁に離島分が計上されている。
　・事業費：1,464百万円
　・国　費：　958百万円

これ以外に、復興庁計上の東日本大震災復興交付金の
平成24年度全体額286,760百万円の内数として離島分が
計上されている。

本表のほか、内閣府に地域自主戦略交付金が計上され
ており、内閣府より離島、奄美への同交付金の配分予
定額の一部として公表されている金額は、離島分115億
円（前年度：103億円）程度、奄美分37億円（前年度：
33億円）程度である。

本表のほか、特定地域振興に関連する事業として、集
落活性化推進事業費補助金がある。
　・事業費：680百万円（前年度：680百万円）
　・国　費：340百万円（前年度：340百万円）
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Ⅱ．予算概要

１．災害に強い国土構造への再構築
予算額 677百万円 (対前年度比 1.80倍）行 政 経 費

（うち復興対策に係る経費 62百万円）
（うち全国防災に係る経費 159百万円）

東日本大震災における被災地の復旧・復興のみならず、今後発生す
ると想定されている首都直下地震、東海・東南海・南海地震等も念頭
におきつつ、防災・減災の両面からハード・ソフトを組み合わせ、災
害への対応力を高めた国土基盤の整備を行うことにより、災害に強い
しなやかな国土構造への再構築を図る。

２．国土政策の新たな担い手の育成・支援
（１）「新しい公共」の担い手による新たな地域づくり

予算額 107百万円 (対前年度比 0.87倍）行 政 経 費

人々の支え合いと活気のある社会をつくることに向けた様々な当事
者の自発的な「協働の場」である「新しい公共」を実現するため、そ
の担い手が自立的・持続的にコミュニティ活動を行うことができる活
動環境の整備を行う。

（２）官民連携主体による地域振興の推進

予算額 62百万円 (対前年度比 0.58倍）行 政 経 費

予算額 727百万円 (対前年度比 1.63倍）公共事業関係費

官民が自発的に連携した「官民連携主体」が、その時々の課題を取
り込みながら、地域戦略策定（シンク）からその実施（ドゥ）まで一
貫して担うことができる環境整備を推進する。

また、官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、基
盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援
する。

３．離島など条件不利地域の振興支援
予算額 3,137百万円 (対前年度比 1.43倍）行 政 経 費

（うち 日本再生重点化措置 500百万円）
（うち 全国防災に係る経費 680百万円）

予算額 55,960百万円 (対前年度比 0.95倍）公共事業関係費
（うち 日本再生重点化措置 3,486百万円）
（うち 全国防災に係る経費 1,901百万円）

条件不利地域の諸課題・特殊事情等に鑑み、各地域振興立法に基づ
き、交通基盤の整備、産業の振興及び地域の資源や創意工夫を活かし
た自立的発展の促進等により、半島地域、離島、奄美群島、小笠原諸
島の振興を積極的に推進する。
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４．長期を見据えた国土のあり方の展望等
予算額 310百万円 (対前年度比 0.84倍）行 政 経 費

人口減少の進行、急速な高齢化、国と地方の長期債務という将来の
日本に対する大きな不安を踏まえ、世界の中の我が国の位置づけ、国
境を超えた広域的な交流・連携の動向、本格的な縮退期における国土
基盤の維持管理・更新など様々な観点から、分野横断的に、全国及び
広域ブロックの推移について、2050年までを展望し、将来の国土の姿
と課題、基本的な施策の方向を提示する。

５．新たな地理空間情報活用推進基本計画に基づく施策の展開
予算額 671百万円 (対前年度比 0.77倍）行 政 経 費

新たな地理空間情報活用推進基本計画（平成２３年度末策定予定）
に基づき、地理空間情報活用の促進と高度化を図るため、整備・更新・
提供・流通を促す仕組みやルールの整備、人材育成等に取り組む。

６．災害対策等緊急事業推進費
予算額 21,300百万円 (対前年度比 0.79倍）公共事業関係費

自然災害により被災した地域又は重大な交通事故が発生した箇所等
において、再度災害の防止対策又は事故の再発防止対策を実施し、住
民及び利用者の安全・安心の確保を図る。

７．その他
予算額 572百万円 (対前年度比 1.12倍）行 政 経 費

（１）首都機能の移転等に関する調査

（２）むつ小川原開発の推進に関する調査

（３）国土計画に関する国際協力の推進 等
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Ⅲ．個別事項

１．災害に強い国土構造への再構築

（１）広域的な国土政策の検討

① 災害に強い国土構造への再構築に関する検討
国土審議会政策部会防災国土づくり委員会における「災害に強

い国土づくりへの提言」では、巨大災害を想定した場合、個々の
施設等の対策を超えた、より広域的、総合的な観点からの国土政
策上の対応が必要とされた。その提言を受けて、東京圏の機能分
散・バックアップ、広域交通基盤の代替性・多重性の確保、長期
的な災害リスクの増大に対応した国土利用方策に関する検討を行
う。

② 災害に強い国土構造への再構築に資する情報整備
客観的なデータにもとづき災害に強い国土構造の検討・分析を

行い、被災地のみならず全国的な国民の安全・安心を確保するた
め、被災発生時の生活に関連する重要な施設や災害リスクの高い
区域及びその詳細情報についてＧＩＳデータとして整備を行う。

○ 東京圏の機能分散・バックアップに関する検討調査
１２百万円（皆増）【全国防災】

○ 広域交通基盤の代替性・多重性の確保に関する検討調査
１６百万円（皆増）【全国防災】

○ 長期的な災害リスクの増大に対応した国土利用方策に関する検討調査
１２百万円（前年度 １２百万円）【全国防災】

○ 災害に強い国土構造への再構築に資する情報整備
１１９百万円（皆増）【全国防災】
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災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 関 す る 検 討

災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 資 す る 情 報 整 備

災害に強い国土構造への再構築 

X  X 

様々な災害 

東日本大震災の教訓を踏まえ、今後起こると予測されている首都圏直下地震、東海、東南海、南海地震等の大規模
な地震災害に対しても安全で安心した生活が確保される国土構造への再構築を図る。 

土砂災害  水  害 

浸水想定区域と人口や産業の指
標を重ね合わせ被害想定等を分
析し、被害状況推定、復興計画
の作成等に活用 

避難所データを整備し、土砂災
害危険箇所等のデータと重ね合
わせることで、避難場所の安全
性を評価 

・災害に強い広域基盤の効率的で
効果的な整備等による代替性・多
重性の確保 

国土審議会政策部会防災国づくり委員会で示された災害に強いしなやかな国土形成に向けた考え方について、客観
的なデータに基づき適切に現状把握して分析を行う必要があるため、災害発生時の生活に関連する重要な施設や災
害リスクの高い区域及びその詳細情報についてＧＩＳデータとして整備する。 

整備するデータの例 

・国土全体での機能分担・配置等
のあり方 

・災害リスクを考慮した安全で安
心できる国土利用 

上、下水道施設の位置情報を整
備し、施設被災時の水道供給範
囲等の推定等に活用ライフライン
の冗長化等の計画等にも活用 

浸水時の被害評価のための 
浸水想定域データの整備 

ライフラインの安全性評価のための 
上、下水道施設データの整備 

避難場所の安全性評価のための 
避難場所データの整備 

  「災害に強い国土づくりへの提言」では、巨大災害を想定した場合、個々の施設等の対策を超え
た、より広域的、総合的な観点からの国土政策上の対応が必要とされたところであり、本調査は、
災害に強い国土構造への再構築に関する検討を行う。 

東京圏の機能分散・バックアップに
関する検討 

国土全体での機能分担・配置等の検討 
 

(東京圏の機能分散、バックアップの検討) 

広域交通基盤の効率的・効果的な整
備等による代替性・多重性の確保 

広域交通基盤の代替性・多重性に
関する検討 

長期的な災害リスクの増大に対応
した国土利用方策に関する検討 

災害リスクを考慮した安全で安心で
きる国土利用 
(災害リスクの低い国土利用への誘導) 

災 害 に 強 い し な や か な 国 土 の 形 成 

 東京圏と同時被災しない地域と
の分担関係の構築にむけての検
討。巨視的な視点で、諸機能の
分散やバックアップのための拠
点の配置等の検討。 

災 害 に 強 い 国 土 づ く り へ の 提 言  

 多様な輸送モード間の連携やﾐｯ
ｼﾝｸﾞﾘﾝｸの解消等による広域交
通基盤の被災時の代替性・ 多重
性の確保にむけて、災害時の広
域交通基盤の機能評価を検討。 

 将来の人口減少等も踏まえ、
中長期的観点から人口や諸機
能を災害リスクのより低い地域
へ粘り強く誘導するための国
土利用の方向性及び誘導方
策の検討。 

災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 関 す る 検 討 
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（２）防災国土づくりの推進

① 東北圏広域地方計画の見直し・推進
防災国土づくり委員会でのとりまとめを踏まえ、持続可能で災

害に強い圏域づくりに向けた課題等を緊急に調査するとともに、
東北圏全体の復興に向けた将来ビジョンを早期に打ち出すため、
東北圏の広域地方計画の見直しを検討する。

② 広域地方計画の総点検〈防災国土づくり推進調査費〉
防災国土づくり委員会でのとりまとめを踏まえ、東北圏以外の

圏域について、巨大災害への備えの観点から防災面等の課題等を
緊急に調査し、持続可能で災害に強い圏域づくりに向けた新たな
将来像の検討や取組の見直しの必要性を早急に総点検する。

○ 東北圏広域地方計画の見直し・推進
６２百万円（皆増）【復興対策】

○ 広域地方計画の総点検〈防災国土づくり推進調査費〉
８８百万円（皆増）

国土審議会防災国土づくり委員会
の提言

全国的観点から将来ビジョンの見直し
が必要

総点検作業を通じて行う調査例

災害に強い国土・地域づくりのための今後
の国土政策のあり方の提言（H23.7)

各圏域を取り巻く状況の変化

震災のインパクトは、インフラ、産業など多
方面に及び、被災地のみならず全国に波及。
防災、エネルギー等新たな課題も顕在化。

広域地方計画策定時（H21.8)と状況が
大きく変化

ネットワークの代替性、多重性 災害に備えた協定のあり方

東 日 本 大 震 災 の 発 生

東北圏をはじめとする各圏域で、現在の広域地方計画の総点検を早急に実施

再生可能エネルギーの導入

震災の教訓や課題を整理し、全国のモデルと
なる新たな地域ビジョンを提示すべく、広域
地方計画の見直しを検討

持続可能で災害に強い国土の実現

「減災」の発想に立ち、災害に強い国土づく
り・地域づくり、巨大災害の備えの観点から、
計画の総点検を実施

その他の圏域東北圏域
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（３）条件不利地域の地域防災力の向上

① 地域防災力の向上に資する集落拠点整備
大規模災害時に孤立化しやすい条件不利地域の集落における様

々な公益サービス機能を維持確保する。このため、廃校舎などの
既存公共施設を対象に、従来から実施している公益サービスの集
約化施設などへの改修に加え、地域の拠点として避難所などの防
災機能を有する地域防災拠点施設への改修を行う。

② きめ細やかな豪雪地帯対策の推進
豪雪地帯対策を総合的・計画的に推進し、地域の発展と住民生

活向上を図るため、豪雪地帯の現状と課題の把握を行うとともに
各地域に適した克雪住宅整備と克雪体制を組み合わせた効果的な
雪処理方策について検討等を行い、取組を全国へ普及・展開する。

○ 地域防災力の向上に資する集落拠点整備（集落活性化推進事業）
３４０百万円（前年度 ３４０百万円）

○ きめ細やかな豪雪地帯対策の推進
２８百万円（前年度 ２４百万円）

地 域 防 災 力 の 向 上 に 資 す る 集 落 拠 点 整 備 （ 集 落 活 性 化 推 進 事 業 ）

地域の創意工夫により、既存公共施設を活用した、公益サービスの集約化施設、地域産業施設又は地域間交流施設等
への改修及び災害発災時には住民の避難施設となるなど地域防災力の向上に役立つ拠点施設の整備を支援。

(1) 対象地域：過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域 (2) 事業主体：市町村等 (3)補助率：１／２以内

人口減少・高齢化の進展が著しい集落

住民＝住み続けたいとの意向

全国の緊急的課題

集落で現に住んでいる人の
暮らしの安心・安定の確保

自然災害への対応力の低下

・ゲリラ豪雨等異常気象の増加
・高齢・過疎化と市町村の目配り機能の低下

基礎的な生活サービスの確保 持続的地域社会の成長実現地域防災力の強化

東日本大震災

概

要

Ａ市
機能喪失を想定

従前の中心市街地 集落

廃校舎等の地
域防災拠点へ
の改修

山間地域等条件不利地域

近隣公共団体との
都市機能補完

避難施設機能を強化した
地域拠点（食料保管スペ
ースや調理施設の付加等）

l l

改修前（議場） 改修後（集会施設）改修前（保育室） 改修後（多目的室）

○廃園舎を図書館及び放課後子ども教室に整備 ○支所庁舎の空きスペースを図書館及び集会施設に整備

避難施設の例機能イメージ

事

業

例
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２．国土政策の新たな担い手の育成・支援

（１）「新しい公共」の担い手による新たな地域づくり

人口減少、高齢化を始めとする経済社会情勢の変化により重要
性が増しているコミュニティサービスを提供する「新しい公共」
の担い手の活動環境を整備することにより、「新しい公共」の担
い手が自立的・持続的にコミュニティ活動を行えるようにする。

「新しい公共」の担い手による地域づくりの「事業型」活動に
ついて、コンテスト・助言指導を行う広域中間支援組織を募集・
選定し、新しいビジネスモデルとなり得る事業のアイデアを「見
つけ」て成功するビジネスモデルとなるよう「育てる」しくみの
構築を図る。

○ コミュニティファンド等を活用した「新しい公共」活動環境整備等検討調査
３２百万円（前年度 ３２百万円）

○「新しい公共」による地域づくり活動に係るコンテスト・助言指導事業
５０百万円（皆増）

「 新 し い 公 共 」 の 担 い 手 に よ る 地 域 づ く り 推 進 経 費
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（２）官民連携主体による地域振興の推進

① 官民連携主体による事業環境整備の推進
官民が自発的に連携した「官民連携主体」が、その時々の課題

を取り込みながら、広域的な地域の活性化のための地域戦略の策
定(シンク)からその実施(ドゥ)まで一貫して担うことができるよ
う「シンク＆ドゥタンク」としての機能強化を推進し事業環境を
整備する。

② 官民連携による基盤整備推進支援
官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、基盤

整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支
援する。

○ 官民連携主体による事業環境整備の推進
４０百万円（皆増）

○ 官民連携による基盤整備推進支援（公共事業関係費）
７２７百万円（前年度 ４４５百万円）

官 民 連 携 主 体 に よ る 事 業 環 境 整 備 の 推 進

地域金融機関と「官民連携主体」の
相互理解を深め、連携する契機づくり「官民連携主体」の

「シンク＆ドゥタンク」としての機能の強化

「官民連携主体」が自らの地域戦略実現のために、
組織としてどのような事業を行うことが必要か、具体的
な対象事業を調査

事業実施に必要な条件等を抽出

「官民連携主体」が地域戦略を策定（シンク）している
事例は多いが、組織として行う活動（ドゥ）の多くは、プ
ロモーション活動や広報活動等といった従来型のソフ
ト事業が中心

活動範囲を広げることが必要

成功事例集の周知

地域金融機関は地域における
各種活動を資金面で支える存在

地域金融機関は「官民連携主体」
の活動について十分情報を把握で
きていない

地域金融機関と「官民連携主体」の
連携による成功事例を調査

地
域
金
融
機
関
と
の
連
携
強
化
に
よ
る

事
業
実
施
環
境
の
強
化

起業支援 公共施設の管理・運営 旅行ﾌﾟﾗﾝの企画・実施

【事業イメージ】



- 12 -

３．離島など条件不利地域の振興支援

（１）離島振興

① 離島流通効率化事業の推進
生活物資等の移入や生産品の移出についての流通の効率化に資

する施設等の整備への支援を行うことにより、離島の定住を促進
する。

② 離島体験滞在交流促進事業の推進
地方公共団体が実施する、国内外の地域との交流の促進に必要

な施設整備や交流事業等への支援を行うことにより、離島地域の
自立的発展の促進を図る。

○ 離島流通効率化事業費補助金
５００百万円（皆増）【日本再生重点化措置】

○ 離島体験滞在交流促進事業費補助金
１７８百万円（前年度 １９８百万円）

離 島 流 通 効 率 化 事 業

■ 離島は、生活物資等の移入や生産品の移出に関し、港での荷役、小口貨物、欠航リスクなどにより流通コストが大
■ 著しい人口減少や高齢化の進行と相まって、離島に住み続けていくことが厳しい状況

島民の生活や島内産業の振興上、流通の効率化が喫緊の課題

流通効率化への支援
海上輸送、保管、荷さばき、流通加工の過程で流通効率化に効果のある機材導入又は施設整備（改築等を含む）を支援

事業内容

現状と課題

【流通効率化支援の流れ】

国 地方公共団体等

流 通 効 率 化 の イ メ ー ジ

倉庫の多目的利用・機械使用による作業
の効率化

入庫（ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ）

物品の集中管理による流通効率化
（倉庫、冷凍庫等の多目的利用）

保管
（業務用冷凍庫）

荷さばき・加工
（ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ）

本

土

様々な貨物をコンテナで大
口化し、海上輸送を効率化

冷凍コンテナ

島内集荷の効率化

トラックを利用した集荷

保管（倉庫・上屋）



- 13 -

（２）奄美群島の振興開発

地理的不利性を克服できる産業である情報通信産業や豊かな自
然環境・伝統文化を活かした観光産業の振興、高付加価値型農業
の推進に向けた地域主体の取組を推進するための環境整備、それ
らを担う人材の育成、災害に強い地域づくり等の生活基盤整備等、
ソフトとハードが一体となった総合的な施策を展開し、奄美群島
における自立的発展を推進する。

○ 奄美群島振興開発調査費等補助金
９１百万円（前年度 ８３百万円）

○ 奄美群島産業振興等補助金
５０１百万円（前年度 ３０４百万円）

・環境保全対策
・水産・森林資源利用開発調査
・エコツアーガイドの養成

自然共生・活用支援

・観光コーディネート組織の構築
・観光ボランティアの育成

観光分野支援

・ＵＩＯターン者の移住支援

定住促進支援

・ハブ駆除対策、ハブ咬症対策

生活安全対策支援

奄美群島振興開発調査費等補助金（ソフト）

・ＮＰＯ、自治会等の地域活性化
に向けた取組の支援

地域の連携・協働支援

・奄振事業の成果の総合調査

基礎調査

・ICTを活用した販路拡大

・高度な技術力を身につけるための研修体制の充実

地理的条件不利性を克服できる
情 報 通 信 産 業 の 振 興

情報分野

奄美群島産業振興等補助金（ハード）

観光分野

・優れた自然特性を活かした魅力的な観光

拠点整備や周辺環境整備

・「闘牛」等の伝統文化の保存継承と情報

発信を行う観光拠点整備

島の自然・文化を活かした観光拠点整備等

農業分野

高付加価値型農業を推進するための
施設整備等

・農産物の高付加価値化を図る加工体制の

整備

・出荷品質の安定・ブランド化の推進

ソフト・ハードを一体とし
た総合的施策の実施

ソフト・ハードを一体とし
た総合的施策の実施

定着可能な産業の振興 雇用機会の拡充
生活・環境基盤の改善 安全・安心の確保

高度な人材の育成 定着可能な産業の育成

安全・安心

・既存公共施設の避難所機能等の
充実

・非常用電源・防災無線の設置等の
災害時の通信手段の確保

豪雨災害の教訓を踏まえた
災害に強い地域づくり
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（３）小笠原諸島の振興開発

世界自然遺産登録にふさわしい自然公園の整備をはじめとする
小笠原諸島の産業振興（農業・水産、観光振興分野）に資する事
業を重視し、その他生活環境施策等も含め、小笠原村の自立的発
展に向け、効率的かつ効果的な事業等支援を行っていく。

東日本大震災では、父島において最大1.8ｍの津波を観測し、
車両が水没する被害が発生したところであり、津波対策を東日本
大震災からの復旧・復興対策（全国防災）として実施する。

○ 小笠原諸島振興開発事業費補助
１，５４２百万円（前年度 １，２４０百万円）

【うち全国防災 ６８０百万円】

○ 小笠原諸島振興開発費補助金
１１１百万円（前年度 １１８百万円）

小 笠 原 諸 島 の 自 立 的 発 展 に 向 け た 効 率 的 か つ 効 果 的 な 事 業 等 支 援

漁港施設の機能確保を図るための既設防波堤の改良（補強）

浄水場の高台移転

小
笠
原
の
津
波
対
策

通
常
分

復
旧
・復
興
分
（全
国
防
災
）

港湾整備 農業・水産業基盤整備

農業・水産業振興 観光振興（自然公園）

道路整備 生活環境施設等整備

病害虫等防除

診療所運営

各種調査

小笠原諸島振興開発事業費補助（ハード） 小笠原諸島振興開発費

補助金（ソフト）

平成23年６月の世界自然遺産登録をふまえ、
観光振興、産業振興などについて、より効果
のある事業を重点的に支援

父島浄水場
（昭和45年建設）

老朽化
東南海・南海地震による浸水想定地域

高台移転を
実施

東日本大震災では、
父島において
最大１．８ｍの津波を観測

車両が水没す
る被害が発生

防波堤の改良（補
強）を実施

直轄調査
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４．長期を見据えた国土のあり方の展望等

人口減少の進行、急速な少子高齢化、地球温暖化による気候変
動という将来の日本に対する不安を踏まえ、世界の中のわが国の
位置づけ、災害リスクの増大、本格的な縮退期における国土基盤
の維持管理・更新など様々な観点から、人口、社会経済、国土基
盤、産業、環境・エネルギー等について分野横断的に、２０５０
年までを展望し、将来の国土の姿と課題、基本的な施策の方向等
を検討する。

例えば、地球温暖化の防止及び災害に強いエネルギー供給体制
の確立に向けて、流域圏等において再生可能エネルギーを積極的
に導入し、エネルギーの地産地消を進める「次世代エネルギー圏
域」の実現に向けた調査を行う。

○ 国土形成計画等の主要戦略の具体化
５６百万円（前年度 ６６百万円）

・うち脱温暖化・新エネルギー戦略と国土利用方策検討調査
３０百万円（前年度 ３０百万円）

○ 国土の長期展望と将来的課題の検討
９２百万円（前年度 １１５百万円）

国 土 の 長 期 展 望 と 将 来 的 課 題 の 検 討

 

 

21.6% 20.4% 24.4% 23.4% 8.3% 

増加 
(1.9%) 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

人口増減割合別の地点数 

居住地域の２割が無居住化 

【2005年を100とした場合の2050年の人口増減状況】 

１km２毎の地点数
を比べると・・・ 

人口が増加する地点はごく僅か 

６割以上（66.4％）の地点で現在の半分以下に人口が減少 

   50％以上75％未満減少 

凡例：2005年比での割合 

    75％以上100％未満減少 

   25％以上50％未満減少 

   0％以上25％未満減少 
   増加 

   無居住化（100％減少） 

無居住化 75%以上減少 50~75%減少 25~50%減少 

25%以下減少 

人口減少率 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

19.8  
22.9  

25.8  
30.2  

41.1  
48.0  

市区町村の人口規模別の人口減少率 

市区町村の
人口規模    ０ 

 

 
－１０ 
 

 
－２０ 
 

 
－３０ 
 

 
－４０ 
 

 
－５０ 

（%） 

政令指定都市等           10～30万人          1万～5万人  
30万人～         5～10万人      6,000～1万人  

全国平均の
減少率 
約25.5％ 

様々な観点から国土の動向を展望（例） 

 わが国では、人口減少の進行、急速な少子高齢化、世界的な経済環境の変化、気候変動など極めて大きな
転換点を迎えていることをふまえ、本調査は、2050年までのわが国の姿を展望し、国土の課題と対応について
検討する。 

２０５０年までの国土に関する展望の中で、将来の国土の姿、課題と対応について検討 
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５．新たな地理空間情報活用推進基本計画に基づく施策の展開

（１）地理空間情報の活用の推進
新たな地理空間情報活用推進基本計画（平成２３年度末策定予

定）に基づき、地理空間情報活用の促進と高度化を図るため、整
備・更新・提供・流通を促す仕組みやルールの整備を行うととも
に、人材育成や、新事業の創出・展開に向けたプロジェクトに取
り組む。

（２）国土情報整備の推進等
国土政策上の課題について科学的かつ客観的に分析するため、

それらに対応した国土に関する情報についてＧＩＳデータ整備等
を行う。また、国土調査法に基づき、土地の改変履歴、土地利用
変遷や災害履歴を明らかにする土地分類調査（土地履歴調査）等
を行う。

○ 地理空間情報の活用の推進
２４８百万円（前年度 ２７１百万円）

○ 国土情報整備の推進等
４２３百万円（前年度 ６００百万円）

地理空間情報の整備・更新・提供・流通に関するオープンなプラットフォームに関する検討

地理空間情報に関するニーズ・提供手法の高度化や主体が多様化するなか、官民連携による、様々な社会的課題
等のＧＩＳにより見える化、情報共有、分析、協働などを可能とする環境（オープンなプラットフォーム）の整備を推進
する。

国・地方公共団体 被害情報、道路規制
災害要援護者リスト
ハザードマップ、
統計データ 等

民間企業

・ライフライン企業
（電力・ガス・通信 他）

・製造業（自動車 他）
・物流業
・施設管理会社 等

被害情報、復旧情報
通行実績、物流状況
施設データ 等

大学・研究機関
・NPO・国民

身近な被害情報
各種生活関連
（炊き出し、医療）
等・各種災害対応機関

・ソーシャルメディア
サービス会社
（ＳＮＳ、Ｔｗｉｔｔｅｒ 等）

・空中写真（国）
・被害エリア

（研究機関）
・通行可能道路

（民間企業）
・生活関連情報

（NPO、国民等）

＜多様な主体による相互連携事例＞

多様な主体による課題
の見える化、情報共有

情報の体系化や官民共通のルール
等が総合的・体系的に必要であり、
国において環境整備を図る必要

■環境実現のための課題

○情報の速報性と信頼性
○地図の著作権・データの再利用
○個人情報・目的外利用の取扱い
○提供・流通の継続性 等

■環境実現による効果

・インターネット上の環境での
情報の共有・集約が実現！

・国・地方公共団体・民間企業
・国民等の連携により、
迅速な情報収集・統合集約、
的確な意思決定が可能に！

・鮮度が高く、より詳細な情報を
ＧＩＳにより国民向けに分かり
やすく提供することが可能に！

社会課題の解決（防災、まち
づくり等）に向けた、官民連携
による地理空間情報を活用
した持続的かつ効率的な
取組を推進
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６．災害対策等緊急事業推進費

自然災害により被災した地域又は重大な交通事故が発生した箇
所等において、緊急に再度災害の防止対策又は事故の再発防止対
策を実施し、住民及び利用者の安全・安心の確保を図る。

本施策で行う対策は、自然現象（洪水、豪雨、地震、津波、崖
崩れ等）による災害を受けた地域における再度災害防止対策と、
公共交通に係る重大な事故が発生した箇所等における事故の再発
防止対策により構成される。いずれも、年度途中に緊急に対策を
実施する必要が生じた事業について、各省からの要望を受けて配
分する。（具体的には、災害復旧事業では対応できない以下のような場合※の対策等を実施する。）

○ 災害対策等緊急事業推進費（公共事業関係費）
２１，３００百万円（前年度 ２７，０２８百万円）

○原形復旧に加えて行う公共土木施設の防災機能の強化

○対象とする公共土木施設に被害がない場合の対策

○公共交通の安全確保を図るための対策

※災害復旧事業と同時申請であれば、原形復旧に加え改良復旧事業の実施が可能。（一定の要件あり）

北海道えりも町

のえりも港で、

被災した護岸の

原形復旧に加

え、本推進費で

嵩上げを実施

福井市の江端川

で、堤防の被害

はなかったが越

水・浸水したこ

とから、本推進

費で河道拡幅等

を実施

神戸空港に車が

侵入したことを

契機に、本推進

費により他の

14空港で侵入

防止フェンスを

設置

対策後（イメージ）

被災水位

被災時

越水 越水

車がフェンスを突き破って空港内に侵入

護
岸

護
岸
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７．その他

○ 首都機能の移転等に関する調査
２３百万円（前年度 ３９百万円）

○ むつ小川原開発の推進に関する調査
６百万円（前年度 ７百万円）

○ 国土計画に関する国際協力の推進
７６百万円（前年度 ７９百万円）

Ⅳ．財政投融資等

独立行政法人奄美群島振興開発基金
（単位：百万円）

財政融資資金 産 業 投 資 政 府 保 証 債 小 計 （ Ｃ ） 政 府 出 資 等
そ の 他 の
自 己 資 金 等

小 計 （ Ｄ ）

 2 4 年 度 （Ａ） 0 200 0 200 0 2,400 2,400 2,600

 前　年　度（Ｂ） 0 200 0 200 0 2,400 2,400 2,600

 倍　　　率（A/B） 1.00 1.00 1.00

財　　  政 　　 投 　　 融  　　資 自　 　己　 　資　 　金　 　等
合　　計

（Ｃ＋Ｄ）
備考


